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産業経済局 

     
【款：労働費 項：労働諸費 目：労政費】 
(１) 企業内人権研修推進事業費 

企業における人権問題の正しい理解と認識を深め、早期解決を図るための事
業を委託し、企業内における啓発活動の指導・助言を行う。 

200 
(248) 

     
(２) 勤労者福祉資金預託金 

勤労者に対する進学・住宅資金貸付の残債に応じて預託する。 
4,522 
(5,776) 

     
(３) 中小企業勤労者福祉共済事業預託金 

中小企業勤労者福祉共済の会員に対する住宅資金や生活・教育資金貸付の残
債に応じて預託する。 

7,340 
(7,720) 

     
(４) 技能功労者等表彰事業費 

技能功労者表彰 
技能職者としての地位を確立し、本市産業の発展及び技術水準の向上を図
る。 

労働安全衛生功労者表彰等 

100 
(99) 

     
(５) 労働者文化教養事業費 

組織労働者の文化・教養の向上等により、勤労者福祉の充実を図るための事
業を委託する。 

720 
(798) 

     
(６) 小規模企業勤労者文化教養事業費 

未組織労働者の文化・教養の向上等により、勤労者福祉の充実を図るための
事業を委託する。 

370 
(371) 

     
(７) 若年就業支援事業費（ヤング・キャリア・サポート事業） 

若年層の就業支援対策のために、大学生等を対象としたワークショップ等を
行い、人材育成を目指すほか、所管の横断的な取り組みを推進する。 
 

1,634 
(1,817) 

(８) ものづくり雇用創造支援事業費 
雇用のミスマッチによる市内企業の人手不足解消や雇用の創出のために、ハ
ローワークなどの関係機関と連携し、合同就職相談会などを開催する。 

1,435 
(1,435) 
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(９) 
拡充 

地域雇用・就労支援事業費 
雇用・就労、労働条件、スキルアップに関する情報を集約・提供し、就労希
望者に対する雇用・就労に関する一元的な相談窓口を設置するとともに、無
料職業紹介事業を実施することにより、個々人に対する丁寧な雇用・就労の
支援を行う。 

9,730 
(9,261) 

     
   
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(10) 雇用・就労支援事業費 
ふるさと雇用再生特別基金事業として、相談員が企業を戸別訪問し、潜在的
雇用需要の掘り起こしを行い、ハローワークや経済団体と連携して新規雇用
に結びつけるなど、雇用・就労の支援を行う。 

13,410 
(13,386) 

   
(11) しごと塾事業費 

ふるさと雇用再生特別基金事業として、若年者等の就労希望者に対し、就労
意識の啓発、スキルアップ、企業による業務内容説明会及びトライヤルワー
ク（職場体験）を実施することにより、雇用・就労の支援を行う。 

26,445 
(0) 

 
(12) 

 
労働資料室関係事業費 
労働関係情報を収集し、広く市民に提供する。 

 
47 
(79) 

     
(13) 尼崎市シルバー人材センター等補助金 

シルバー人材センター補助金 
高齢者に就業の機会を提供し、労働能力の活用及び社会参加の促進を図る
ため、事業運営等に必要な経費を助成する。 

兵庫県雇用開発協会補助金等 
 

37,250 
(41,071) 

（
拡
充
）
地 

域 

雇 

用
・
就 

労 

支 

援 

事 

業 

雇用・就労相談（相談員の増員） 
○雇用や就労の総合的なアドバイス・相談 
 ○職業訓練や各種セミナーの情報提供など 

キャリア・カウンセリング 
 ○働くことに対する不安等について 
 ○どのような仕事が向いているかについてなど 

キャリア・コンサルティング 
 ○スキルアップや転職に関する相談 
 ○履歴書の書き方や面接の受け方など 

労働相談 
 ○賃金カット等の労働条件に関する相談 
 ○派遣切りや雇止めに関する相談など 

ホームページ（あまｊｏｂステーション） 
 ○各種雇用・労働施策についての情報の集約・提供 

（新規）無料職業紹介（平成 23 年 10 月より実施） 
○新たに就労支援員を配置 
○無料職業紹介事業の届出 
○職業紹介窓口の開設 
○就労支援員が雇用・就労相談員と連携し、丁寧な個別就労マッチ
ングを実施 
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(14) 全国シルバー人材センター事業協会等負担金 
全国シルバー人材センター事業協会賛助会員会費及び兵庫県シルバー人材セ
ンター協会賛助会員会費 
 シルバー人材センターの健全な発展を図るため、各協会の運営に参画す
る。 

280 
(330) 

     
【款：労働費 項：労働諸費 目：労働センター費】 
(15) 指定管理者管理運営事業費 

① 竣工年  昭和 55年 
（東難波町 4丁目 18－23） 

② 構造等  鉄筋コンクリート造 3階建て 
延べ床面積 1,707.36 ㎡ 
敷地面積     844.74 ㎡ 

③ 管 理  指定管理（平成 21～23 年度・ＮＰＯ法人シンフォニー） 

12,705 
(12,705) 

 
【款：労働費 項：労働諸費 目：労働福祉会館費】 
(16) 労働福祉会館運営審議会関係事業費 

勤労市民の福祉の増進と教養文化の向上を図るため、労働福祉会館の運営に
関して審議する。 

6 
(6) 

     
(17) 指定管理者管理運営事業費 

① 竣工年  昭和 41年 
（東難波町 4丁目 18－32） 

② 構造等  鉄筋コンクリート造 
地上 4階地下 1階建て 
延べ床面積 5,477.45 ㎡ 
敷地面積   3,147.65 ㎡ 

③ 管 理  指定管理（平成 21～23 年度・ＮＰＯ法人シンフォニー） 
 

66,257 
(66,257) 
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【款：商工費 項：商工費 目：商工総務費】 
(１) 地方卸売市場事業費会計繰出金 

営業経費及び市債償還元金の一部に係る地方卸売市場事業費会計への繰出金 
39,586 
(53,973) 

     
(２) 都市整備事業費会計繰出金 

尼崎コスモ工業団地関係経費に係る都市整備事業費会計への繰出金 
289,324 
(290,797) 

     
【款：商工費 項：商工費 目：商工業振興費】 
(３) リサーチコア整備事業費 

①近畿高エネルギー加工技術研究所への支援 
 借地料等補助 
②エーリックの運営支援 
 民活法人支援事業貸付金 
 
 

820,544 
(820,765) 

     
(４) ものづくり総合支援事業費 

中小企業のものづくり技術の高度化や新技術・新製品の開発を支援する。 
①ものづくり総合相談事業補助 
技術相談や技術情報の提供、大学等との技術交流会を実施 

②技術力向上推進事業補助 
機器操作指導や技能検定、講習会等の実施により 
地域企業の人材育成を図る。 

③技術開発事業補助 
新技術や新製品の研究開発を推進する。 

48,015 
(48,015) 

     
(５) ものづくり事業化アシスト事業費 

市内金融機関及び尼崎商工会議所と連携し、中小企業の持つ優れた技術・製
品の事業化を支援する。本市は技術面での支援と、本制度による市内金融機
関からの融資を受けた事業者に対して利息の一部を助成する。 

828 
(839) 

     
(６) ものづくり達人顕彰事業費 

ものづくり技術の継承と向上を図るため、ものづくりにおける「達人」を顕
彰する。 
（過去５ヵ年実績）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

件　数 1件 3件 3件 3件 2件
 

163 
(163) 

     
(７) 

 
 

地域ものづくり力連携促進事業費 
ふるさと雇用再生特別基金事業として、尼崎地域・産業活性化機構に「もの
づくり企業応援コーディネーター」を配置し、中小企業の経営面などの課題
を把握するとともに、その解決を図る。 

15,633 
(15,533) 
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(８) 
 

インキュベーション・マネジメント機能促進事業費 
リサーチ・インキュベーションセンターにおいて実施する創業期の事業者等
に対する場所の提供と経営相談やマーケット指導等インキュベーション・マ
ネジメント事業に要する経費の一部を補助する。 

10,564 
(10,564) 

     
(９) 

 
 
 
 
 

(10) 
新規 

中小企業新技術・新製品創出支援事業費 
中小企業の新技術・新製品等の研究開発を促進するために、これらに要する
経費のうちの一部を補助する。また、事業者、大学、産業団体、行政からな
る技術交流会等を開催する。 
 補助率 1/2 
 
中小企業エコ活動総合支援事業費 
「国内クレジット制度」(国内での CO2 排出権取引制度)の利用促進を図ると
ともに、同制度利用に至る CO2 排出削減が見込めない小規模事業所への省エ
ネ対策支援等を行うことで、中小製造業事業所のエネルギーコスト軽減を促
進し、もって経済と環境の両立による地域産業の活性化を図る。 

8,400 
(8,400) 

 
 
 
 

5,151 
(0) 
 

     
(11) 中小企業技術基盤強化支援事業費 

ふるさと雇用再生特別基金事業として、中小企業の新製品開発や既存製品の
機能高度化に向けた技術力強化を行うため、「技術力基盤強化指導員」が生
産現場を訪問し、課題解決の支援を行うとともに、近畿高エネルギー加工技
術研究所の機器を利用した試作支援を強化する。 

14,775 
(14,340) 

     
(12) 産業情報データバンク事業費 

中小企業の販路開拓を支援するため、製造事業所の技術情報等を収集・公開
する。 

900 
(900) 

     
(13) ベンチャー育成支援事業費 

本市産業の活力創出を図るため、起業を目指す者を対象とする起業家育成ス
クールやビジネスプラン作成スクール等を実施する。 

368 
(368) 

     
(14) リレーションシップ構築事業費 

企業の新規創業、新事業展開により、地域産業の活性化を図るため、本市が
指定する地域の賃貸オフィスに入居する場合、賃料の一部を助成する。また
市の補助金を受けた事業者が地域企業として根付くよう成果発表会を開催す
る。 
補助率 1/4 
 

8,689 
(9,618) 

(15) 元気企業マーケティング戦略構築支援事業費 
新たな事業展開や販路開拓等を目指す市内事業者を対象に、事業化のための
調査委託及び調査結果に基づく専門家による実践指導を行い、中小企業基盤
整備機構と協調しつつ支援する。 
 補助率 1/2 

2,212 
(2,212) 

   
(16) 企業立地促進条例運営事業費 

認定審査会の設置による企業立地促進制度の円滑な運用を図るとともに、産
業関連団体との連携等により、企業の立地促進に係る取り組みを推進する。 

376 
(376) 
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(17) 

 
 

企業立地促進法基本計画運営事業費 
企業立地促進法に基づき策定した基本計画が、平成 20 年に国の同意を得たこ
とから、同法に基づき設置した尼崎市地域産業活性化協議会において、国の
各種支援策を活用した企業立地支援の取り組みについて協議していく。 

86 
(90) 

 

   
(18) 

 
 

企業立地促進法基本計画推進事業費 
企業立地促進法に基づく国の補助事業である「成長産業振興・発展対策支援
事業」や「成長産業人材養成等支援事業」を活用し、尼崎市地域産業活性化
協議会として企業誘致活動や人材養成を展開する。 

1,724 
(1,724) 

   
(19) 企業立地サポート事業費 

企業や産業関係機関とのネットワークを持つ人材を活用し、工場等の新増
設・移転の意向を把握するとともに、工場用地の情報を提供することで、よ
り一層の企業立地を促進する。 

4,630 
(4,630) 

   
(20) 工場用地等情報開拓推進事業費 

土地調査のノウハウを持つ人材を活用し、市内の工業系用途地域内を現地調
査することにより、立地意向のある企業に対して紹介が可能な工場用地等に
関する情報を収集する。 

4,068 
(4,068) 

   
(21) 

 
工場立地法の特例措置条例運営事業費 
工場立地法の特例措置条例の円滑な運用を図ることで、市内既存企業の市外
への流出防止と市内への設備投資を促進し、さらには市外からの新規立地や
増設に対するインセンティブとして、本市の産業集積の形成を促進し、地域
経済の活性化に寄与する。 

100 
(182) 

 

   
(22) 尼崎市商業活性化対策事業費 

効率的な事業実施を図るため商業施策を一本化し、様々な商業活性化事業を
実施することにより、商業集積地の魅力の向上、ひいては、にぎわいの再生
を図る。 
①大学等協同研究支援事業 
 市場・商店街の賑わいの創出や魅力づくりを促進するために、大学等と市
場・商店街との協同研究を支援する。 

  補助率 1/3 
②IC カード活用商店街活性化事業 
 商店街や商業施設等での買物の利便性の向上を図るため、交通系 IC カード
「ピタパ」等のシステム導入に要する経費の一部を補助する。 

  補助率 1/3 
③空店舗活用支援事業 
 商店街・小売市場の賑わいの創出や魅力づくりを促進するために、空店舗
を活用し店舗拡充や文化的事業に転換、新規開業した場合に賃借料や改装
経費等に要する経費の一部を補助する。 

  補助率 1/2 
 
 

8,000 
(8,000) 
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④魅力向上支援事業 
 市場・商店街等が新たに取り組むソフト事業又は既存事業に新規要素を追
加したソフト事業に要する経費の一部を補助する。 

  補助率 1/2、1/3 
     

(23) メイドインアマガサキ支援事業費 
尼崎ならではの商品発掘・加工・アソートなどにより高付加価値化を図る商
品開発及び情報発信に要する経費の一部を補助する。 
 補助率 1/3 

年　　度 会　　社　　名 部　　門 製　　品　　名

 小椋商店  アマいもの  たい焼き

 株式会社神崎高級工機製作所  ミクロ  歯車の製造用工作機械

 マルサ商店  最強のアテ  手作りベーコン

 日亜物産株式会社  あたらしもん  工場野菜

 新三和商店街振興組合  大きいもの  大物たちのサインと手形

 庄本商店  国際派  フェジョン（豆ごはん）

メイドインアマガサキコンペ　グランプリ（実績）

平成19年度

平成20年度

平成21年度

 

2,000 
(2,000) 

     
(24) 事業所景況等調査事業費 

市内事業所の動向を把握し、時宜に合った対応措置を講じるため、景気動向
について四半期ごとに調査を行う。 

1,567 
(2,517) 

   
(25) 尼崎産業フェア開催事業費 

中小企業の取引拡大を促進するため、産業支援機関との協働により、展示会
及びセミナー等を開催する。 

2,000 
(2,000) 

     
(26) 産業功労者等表彰事業費 

本市産業の発展に貢献し、その功績が顕著な者及び市内事業所等に永年従事
する優良な従業員を表彰することにより、勤労意欲の高揚を図るとともに産
業振興に寄与する。 

300 
(300) 

     
(27) 

 
プロダクトデザイン戦略支援事業費 
製品デザインによる高付加価値化の取り組みを支援することにより、企業の
新たな事業転換や販路拡大を図る。 

549 
(584) 

   
(28) 産業人材育成支援事業費 

①次世代育成事業 
 産業界及び教育界との連携のもとに、市内の小学生を対象に、将来に向け
た尼崎経済の担い手となり得る次世代産業人材の育成を図る。 

②特待生制度 
産業技術短期大学との連携により、市内高等学校の生徒を対象に、産業技
術短期大学の授業料等を免除する。 

634 
(691) 
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(29) 尼崎地域・産業活性化機構事務委託事業費 
産業支援施策を効率的に実施するため、尼崎地域・産業活性化機構に、市施
策の一部を委託する。 

32,810 
(33,379) 

     
(30) 尼崎地域・産業活性化機構等補助金 

①尼崎地域・産業活性化機構補助 
 人件費補助 
 商業活性化対策協議会事業等補助 
②尼崎商工会議所事業補助等 

37,790 
(39,340) 

     
(31) あまがさき中心市街地活性化協議会補助金 

中心市街地の活性化に向け、トータルコーディネーター機能としてのあまが
さき中心市街地活性化協議会の円滑かつ効果的な運営を図る。 
 補助率 1/2 

500 
(500) 

     
(32) 日本貿易振興機構等負担金 

①日本貿易振興機構負担金 
わが国の貿易に関する事業を総合的かつ効率的に実施し、地域産業と中小
企業の国際化を支援する日本貿易振興機構の事業に参画する。 

②ひょうごツーリズム協会負担金等 

715 
(643) 

     
(33) 中小企業都市連絡協議会負担金 

中小企業の集積都市が一堂に会し、共通する諸課題について情報交換や国へ
の提言などを行うため設立された中小企業都市連絡協議会へ参画する。 

300 
(450) 

    
【款：商工費 項：商工費 目：金融対策費】 
(34) 中小企業資金融資制度関係事業費 

融資あっ旋制度パンフレット作成等 
264 
(293) 

     
(35) 融資あっ旋制度預託金 

中小企業の資金融通の円滑化を図るため、融資あっ旋を行い、経営基盤の安
定化に資する。  

種別 対象 資金使途 限度額 利率 返済期間

一般融資 中小企業者 運転・設備 30,000千円 年1.85％予定

運転60月以内
（内据置６月）
設備84月以内
（内据置12月）

小規模融資 特定小規模企業者 運転・設備 10,000千円 年1.75％予定
60月以内

（内据置６月）

無担保無保証人融資 特定小規模企業者 運転・設備 10,000千円 年1.55％予定
60月以内

（内据置６月）

短期融資 中小企業者 運転 10,000千円 年1.7％予定
12月以内

（内据置６月）

経済変動対策特別融資

売上げが減少し、
資金繰りに支障を
きたしている中小
企業者

運転 30,000千円 年1.15％予定
84月以内

（内据置18月）

小規模特別融資 小規模企業者 運転・設備 12,500千円 年1.55％予定
60月以内

（内据置６月）

ほか11制度  

2,685,900 
(3,793,000) 
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(36) 

 
 

兵庫県信用保証協会損失補償金 
融資あっ旋の利用者が償還不能となった場合に、信用保証協会が金融機関に
支払う代位弁済元金の一部について信用保証協会に補填する。 

37,411 
(19,785) 

     
(37) 金融業務パソコン活用事業費 

融資あっ旋業務の円滑化、金融相談の充実を図るため、コンピューターを活
用し、利用状況等を的確に管理する。 

1,198 
(1,204) 

     
     

 
 


